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1

治　　水　　対　　策　　の　　方　　策
～個別ダム検証のための治水対策の立案に向けて～

●検討主体が個別ダムの検証に係る検討を行う場合には、複数の治水対策案（検証対象ダムを含む案と検討対象ダムを含まない方法による案）を立案して、比較検討する。

●治水対策案は、本表を参考にして、河川や流域の特性に応じ、幅広い方策を組み合わせて検討する。

※　なお、本表は、考えられる様々な治水対策の方策を記載しており、ダムの機能を代替しない方策や効果を定量的に見込むことが困難な方策等が含まれている。

【河川を中心とした対策】

効果が発現する場所

効果を定量的に見込
むことが可能か

河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造された構造物である。ただ
し、洪水調節専用目的の場合、いわゆる流水型ダムとして、通常時は流水を
貯留しない型式とする例がある。一般的に、ダム地点からの距離が長くなる
にしたがって、洪水時のピーク流量の低減効果が徐々に小さくなる。

ピーク流量を低減 可能 ダムの下流　※３

－ － ○ －

既設のダムのかさ上げ、放流設備の改造、利水容量の買い上げ、ダム間での
容量の振替え、操作ルールの見直し等により洪水調節能力を増強・効率化さ
せ、下流河川の流量を低減させる方策である。これまで多数のダムが建設さ
れ、新たなダム適地が少ない現状に鑑み、既設ダムの有効活用は重要な方策
である。

ピーク流量を低減 可能 ダムの下流　※３

－ － △ －

河川に沿った地域で、洪水流量の一部を貯留し、下流のピーク流量を低減さ
せ洪水調節を行う施設であり、越流堤を設けて一定水位に達した時に洪水流
量を越流させて洪水調節を行うものを「計画遊水地」と呼ぶ場合がある。ま
た、主に都市部では、地下に調節池を設けて貯留を図る場合もある。防御の
対象とする場所からの距離が短い場所に適地があれば、防御の対象とする場
所において一般的にピーク流量の低減効果は大きい。

ピーク流量を低減 可能 遊水地の下流　※３

－ － ○ －

河川の途中から分岐する新川を開削し、直接海、他の河川又は当該河川の下
流に流す水路である。用地確保が困難な都市部等では地下に放水路が設置さ
れる場合がある。なお、未完成でも暫定的に調節池として洪水の一部を貯留
する効果を発揮できる場合がある。

ピーク流量を低減 可能 分流地点の下流　※３
－ － △ －

河川の流下断面積を拡大して、河道の流下能力を向上させる方策である。な
お、再び堆積すると効果が低下する。また、一般的に用地取得の必要性は低
いが、残土の搬出先の確保が課題となる。

流下能力を向上 可能 対策実施箇所の付近及
び上流　※３ － － ○ －

堤防間の流下断面積を増大させるため、堤内地側に堤防を新築し、旧堤防を
撤去する方策である。

流下能力を向上 可能 対策実施箇所の付近及
び上流　※３ － － ○ －

堤防の高さを上げることによって河道の流下能力を向上させる方策である。
ただし、水位の上昇により、仮に決壊した場合、被害が現状より大きくなる
おそれがある。（なお、地形条件（中小河川の堀込河道で計画高水位が周辺
の地盤高よりかなり低い場合）によっては、計画高水位を高くしても堤防を
設ける必要がない場合がある。）かさ上げを行う場合は、地盤を含めた堤防
の強度や安全性について照査を行うことが必要である。また、モバイルレ
ビー（可搬式の特殊堤防）は、景観や利用の面からかさ上げが困難な場所に
おいて、水防活動によって堤防上に板等を組み合わせて一時的に効果を発揮
する（同類の施設として、いわゆる畳堤がある。）。ただし、モバイルレ
ビーの強度や安定性等について今後調査研究が必要である。

流下能力を向上 可能 対策実施箇所の付近
　※３

－ － △ －

河道内の樹木群を伐採することにより、河道の流下能力を向上させる方策で
ある。また、樹木群による土砂の捕捉・堆積についても、伐採により防ぐこ
とができる場合がある。なお、樹木が再び繁茂すると効果が低下する。

流下能力を向上 可能 対策実施箇所の付近及
び上流　※３ － － △ －

計画高水位以上の水位（堤防高より高い場合を含む）の流水に対して決壊し
ない堤防である。

ー　※４ ー

対策実施箇所の付近
　※３ －

技術的に可能となるな
ら、水位が堤防高を越え
るまでの間は避難するこ
とが可能となる

ー －

計画高水位以上の水位（堤防高より高い場合を含む）の流水に対しても急激
に決壊しないような粘り強い構造の堤防である。

ー　※５ ー

対策実施箇所の付近
　※３ －

技術的に可能となるな
ら、避難するための時間
を増加させる効果がある

ー －

通常の堤防より堤内地側の堤防幅が非常に広い堤防である。堤内地側の堤防
の上の土地が通常の利用に供されても計画を超える洪水による越水に耐える
ことができる。堤防の堤内地側を盛土することにより、堤防の幅が高さの３
０～４０倍程度となる。

ー　※６ ー

対策実施箇所
　※３ －

避難地として利用するこ
とが可能 ー －

自然流下排水の困難な地盤の低い地域で、堤防を越えて強制的に内水を排水
するためのポンプを有する施設である。本川河道のピーク流量を低減させた
り流下能力を向上させたりすることには寄与しない。むしろ、本川水位が高
いときに排水すれば、かえって本川水位を増加させ、危険性が高まる。な
お、堤防のかさ上げが行われ、本川水位の上昇が想定される場合には、内水
対策の強化として排水機場の設置、能力増強が必要になる場合がある。

－ －

排水機場が受け持つ支
川等の流域

－ － ー －

　　 ※１ 主に現行の治水計画で想定している程度の大きさの洪水に対する効果等。
　　 ※２ ○：よく使われてきた、△：あまり使われてきていない、ー：ほとんど又は全く使われてきていない。
　　 ※３ 効果が発現する場所には、堤防が決壊した又は溢水した場合に氾濫が想定される区域を含む。
　　※４ 長大な堤防（高さの低い堤防等を除く）については、経済的、社会的な課題を解決しなければならない。仮に、現行の計画高水位以上でも決壊しない技術が確立されれば、河道の流下能力を向上させることができる。
　　※５ 長大な堤防（高さの低い堤防等を除く）については、経済的、社会的な課題を解決しなければならない。堤防が決壊する可能性があり、流下能力の確実な向上を見込むことは困難で、今後調査研究が必要である。
　　※６ 河道の流下能力向上を計画上見込んでいない。なお、全区間の整備が完了すると、結果的に計画高水流量以上の流量が流下する。

現況の機能の捉え方

ダム

決壊しない堤防

河道内の樹木の伐
採

洪水発生時の危機管理
に対応する対策

治水上の効果等　※１

河道の掘削

従来の代替
案検討※２

方策 概　　　要　　　等
河道の流量低減又は流下能力向上
に関する効果

個人や個別の土地等の
被害軽減を図る対策

遊水地（調節池）
等

高規格堤防

ダムの有効活用
（ダム再開発・再
編等）

排水機場等

放水路（捷水路）

堤防のかさ上げ
（モバイルレビー
を含む）

決壊しづらい堤防

引堤

【別紙１①】
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【流域を中心とした対策】

効果が発現する場所

効果を定量的に見込
むことが可能か

都市部における保水機能の維持のために、雨水を貯留させるために設けられ
る施設である。各戸貯留、団地の棟間貯留、運動場、広場等の貯留施設があ
る。なお、現状では、市街化が進んだ中小河川流域で実施している。

地形や土地利用の状況等
によって、ピーク流量を
低減させる場合がある。

ある程度推
計可能

対策実施箇所の下流
　※３　※７ － － ー －

都市部における保水機能の維持のために、雨水を浸透させるために設けられ
る施設である。浸透ます、浸透井、透水性舗装等の浸透施設がある。なお、
現状では、市街化が進んだ中小河川流域で実施している。

地形や土地利用の状況等
によって、ピーク流量を
低減させる場合がある。

ある程度推
計可能

対策実施箇所の下流
　※３ － － ー －

河道に隣接し、洪水時に河川水があふれるか又は逆流して洪水の一部を貯留
し、自然に洪水調節する作用を有する湖、池、沼沢、低湿地等である。

河川や周辺の土地の地形
等によって、ピーク流量
を低減できる場合があ
る。

ある程度推
計可能

遊水機能を有する土地
の下流　※３

－ － ー

現況を保全することによって、機能を保持することが可能となる。なお、
恒久的な対策として計画上見込む場合には、土地所有者に対する補償等が
課題となる。また、いわゆる「計画遊水地」とすることによって機能を向
上させることができる。

下流の氾濫防止等のため、通常の堤防よりも部分的に高さを低くしておく堤
防であり、「洗堰」、「野越し」と呼ばれる場合がある。

越流部の形状や地形等に
よって、ピーク流量を低
減できる場合がある。

ある程度推
計可能

対策実施箇所の下流
　※３ － － ー

現況を保全することによって、機能を保持することが可能となる。なお、
恒久的な対策として計画上見込む場合には、土地所有者に対する補償等が
課題となる。また、野越し等の背後地をいわゆる「計画遊水地」とするこ
とによって機能を向上させることができる。

急流河川において比較的多い不連続堤である。上流部の堤防の決壊等による
氾濫流を河道に戻す、洪水の一部を一時的に貯留するなどといった機能があ
る。また氾濫流を河道に戻す排水機能により、浸水継続時間を短縮したり、
氾濫水が下流に拡散することを防いだりする機能がある。

河川の勾配や霞堤の形状
等によって、ピーク流量
を低減できる場合があ
る。

ある程度推
計可能

対策実施箇所の下流
　※３

－ － ー

現況を保全することによって、遊水機能を保持することが可能となる。な
お、霞堤の背後地をいわゆる「計画遊水地」とすることによって機能を向
上させることができる。

ある特定の区域を洪水の氾濫から防御するため、その周囲を囲んで設けられ
た堤防である。小集落を防御するためには、効率的な場合があるが、日常的
な集落への出入りに支障を来す場合がある。輪中堤は、計画や構造の面で工
夫して道路と兼用させることも考えられる。

ー　※８ －

輪中堤内

－ － ー －

本堤背後の堤内地に築造される堤防であり、控え堤、二番堤ともいう。万一
本堤が決壊した場合に、洪水氾濫の拡大を防止する。二線堤は、計画や構造
の面で工夫して道路と兼用させることも考えられる。

ー　※８ －
対策実施個所の付近

－ － ー －

堤防の治水上の機能を維持増進し、又は洪水流を緩和するよう、堤内の土地
に堤防に沿って設置された帯状の樹林等である。類似のものとして、例えば
水害防備林がある。
越流時における堤防の安全性の向上、堤防の決壊時の決壊部分の拡大抑制等
の機能を有する。

－ －

対策実施箇所の付近
　※３

－ － ー －

盛土して宅地の地盤高を高くしたり、建築構造を工夫したりすることによっ
て、浸水被害の抑制等を図る方策である。なお、ピロティ建築とは、１階は
建物を支持する独立した柱が並ぶ空間となっており、２階以上を部屋として
利用する建築様式である。なお、古くから、盛土して氾濫に対応する「水
屋」、「水塚（みづか）」と呼ばれる住家等がある。建築基準法による災害
危険区域の設定等の法的措置によって、宅地のかさ上げやピロティ建築等を
誘導することができる。

ー　※８ －

かさ上げやピロティ化
した住宅

かさ上げやピロティ化
により浸水被害を軽減

－ ー －

浸水頻度や浸水のおそれが高い地域において、土地利用の規制・誘導によっ
て被害を抑制する方策である。建築基準法による災害危険区域の設定等があ
る。災害危険区域条例では、想定される水位以上にのみ居室を有する建築物
の建築を認める場合がある。

ー　※８ －
規制された土地 規制の有効性によって

は、浸水被害を軽減 － ー

土地利用規制により現況を維持することで、浸水頻度や浸水のおそれが高
い地域への現状以上の資産の集中を抑制することが可能となる。

雨水を一時貯留したり、地下に浸透させるという水田の機能を保全すること
である。

ー　※９

ある程度推計
ができる場合
がある

水田等の下流
　 ※３　※１０ － － ー

一般的に現況の機能が維持されることを前提に、現行の治水計画が策定さ
れている。なお、治水上の機能を現状より向上させるためには、畦畔のか
さ上げ、落水口の改造工事等やそれを継続的に維持し、降雨時に機能させ
ていくための措置が必要となると考えられる

主に森林土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させる
という森林の機能を保全することである。良好な森林からの土砂流出は少な
く、また、風倒木等が河川に流出して災害を助長すること等があるために、
森林の保全と適切な管理が重要である。

ー　※１１

精緻な手法は
十分確立され
ていない

森林の下流　※３

－ － ー

顕著な地表流の発生が見られない一般の森林では、森林に手を入れること
による流出抑制機能の改善は、森林土壌がより健全な状態へと変化するの
に相当の年数を要するなど不確定要素が大きく、定量的な評価が困難であ
るという課題がある。

降雨は自然現象であり、現状の安全度を大きく上回るような洪水や計画で想
定しているレベルの洪水を大きく上回るような洪水が発生する可能性があ
る。その際、住民が的確で安全に避難できるように、洪水の予測や情報の提
供等を行い、被害の軽減を図ることは重要な方策である。洪水時に備えてハ
ザードマップを公表したり、洪水時に携帯電話や防災無線によって情報を提
供したりする方法がある。

－ －

氾濫した区域

－

人命など人的被害の軽減
を図ることは可能であ
る。ただし、一般的に家
屋等の資産の被害軽減を
図ることはできない

ー －

家屋、家財の資産について、水害に備えるための損害保険である。一般的
に、日本では、民間の総合型の火災保険（住宅総合保険）の中で、水害によ
る損害を補償しているが、米国においては、水害リスクを反映した公的洪水
保険制度がある。

－ －
氾濫した区域 水害の被害額の補填が

可能となる － ー ー　※１２

　　 ※１ 主に現行の治水計画で想定している程度の大きさの洪水に対する効果等。
　　 ※２ ○：よく使われてきた、△：あまり使われてきていない、ー：ほとんど使われてきていない。
　　 ※３ 効果が発現する場所には、堤防が決壊した又は溢水した場合に氾濫が想定される区域を含む。
　　 ※７ 低平地に設置する場合には、内水を貯留することにより対策実施個所付近に効果がある場合がある。
　　※８ 当該方策そのものに下流の河道のピーク流量を低減させたり流下能力を向上させたりする機能はない。なお、他の方策（遊水機能を有する土地の保全等）とあわせて対策が行われれば、下流の河道流量が低減する場合がある。
　　※９ 治水計画は、一般的に水田を含む現況の土地利用のもとで降雨が河川に流出することを前提として策定されており、現況の水田の保全そのものに下流のピーク流量を低減させたり流下能力を向上させたりする機能はない。
　　 ※１０ 内水対策として対策実施箇所付近に効果がある場合もある。
　　※１１ 森林面積を増加させる場合や顕著な地表流の発生が見られるほど荒廃した森林を良好な森林に誘導した場合、洪水流出を低下させる可能性がある。
　　※１２ 河川整備水準を反映した保険料率の差を設けることができれば、土地利用誘導・建築方式対応等の手法として検討することができる。

雨水浸透施設

雨水貯留施設

治水上の効果等　※１

概　　　要　　　等

遊水機能を有する
土地の保全

土地利用規制

霞堤の存置

部分的に低い堤防
の存置

宅地のかさ上げ、
ピロティ建築等

水害保険等

樹林帯等

輪中堤

二線堤

洪水の予測・情報
の提供等

森林の保全

水田等の保全

現況の機能の捉え方
洪水発生時の危機管理
に対応する対策

個人や個別の土地等の
被害軽減を図る対策

従来の代替
案検討※２河道の流量低減又は流下能力向上に

関 す る 効 果方策

【別紙１②】
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●検討主体が個別ダムの検証を検討する場合には、【別紙１】に掲げる方策を組み合わせて立案した治水対策案を、河川や流域の特性に応じ、次表のような評価軸で評価する。

評価軸※１ 評価の考え方
従来の代替
案検討※2

評価の定量
性について

※3
備　　　　考

●河川整備計画レベルの目標に対し安全を確保できるか
○ ○

河川整備計画において想定している目標と同程度の目標を達成することを基本として治水対策案を立案することとしており、このような場
合は河川整備計画と同程度の安全を確保するという評価結果となる。

●目標を上回る洪水等が発生した場合にどのような状態とな
るか

ー △

例えば、ダムは、河川整備基本方針レベルを上回る大きな洪水が発生した場合、ダム流入量よりも流量を増加させることはないが、ダムに
よる洪水調節効果が完全には発揮されないこともある。また、堤防は、決壊しなければ被害は発生しないが、ひとたび決壊すれば甚大な被
害が発生する。洪水の予測、情報の提供等は、目標を上回る洪水時においても的確な避難を行うために有効である。このような各方策の特
性を考慮して、各治水対策案について、目標を上回る洪水が発生する場合の状態を明らかにする。
また、近年発生が増加する傾向にある局地的な大雨は、極めて局地的かつ短時間に発生する降雨であるため、一般的に流域面積の大きな大
河川においては影響は少ないが、流域面積が小さく河川延長も短い中小河川では、短時間で河川水位が上昇し氾濫に至る場合がある。必要
に応じ、各治水対策案について、局地的な大雨が発生する場合の状態を明らかにする。

●段階的にどのように安全度が確保されていくのか
（例えば５，１０年後）

ー △

例えば、河道掘削は対策の進捗に伴って段階的に効果を発揮していく場合が多いが、ダムは完成するまでは全く効果を発現せず、完成し運
用して初めて効果を発揮することになる。このような各方策の段階的な効果の発現の特性を考慮して、各治水対策案について、対策実運用
して初めて効果を発揮することになる。このような各方策の段階的な効果の発現の特性を考慮して、各治水対策案について、対策実施手順
を想定し、例えば５年後、１０年後にどのような効果を発現するかについて明らかにする。

●どの範囲で　どのような効果が確保されていくのか
　（上下流や支川等における効果） △ △

例えば、堤防かさ上げ等は、主として事業実施箇所付近において効果を発揮する。また、ダム、遊水地等は、下流域において効果を発揮す
る。このような各方策の特性を考慮して、立案する各治水対策案によって効果が及ぶ範囲が異なる場合は、その旨を明らかにする。

※これらについて、流量低減、水位低下、資産被害抑止、人
身被害抑止等の観点で適宜評価する。

●完成までに要する費用はどのくらいか
○ ○

各治水対策案について、現時点から完成するまでの費用をできる限り網羅的に見込む。

●維持管理に要する費用はどのくらいか
ー ○

各治水対策案について、維持管理に要する費用をできる限り網羅的に見込む。

●その他（ダム中止に伴って発生する費用等）の費用はどれ
くらいか ー ○

ダム中止に伴って発生する費用等について、できる限り明らかにする。

※なお、必要に応じ、直接的な費用だけでなく関連して必要
となる費用についても明らかにして評価する

●土地所有者等の協力の見通しはどうか
△ △

用地取得や家屋移転補償等が必要な治水対策案については、土地所有者等の協力の見通しについて明らかにする。また、例えば、部分的に
低い堤防、霞堤の存置等については、浸水のおそれのある場所の土地所有者等の方々の理解が得られるかについて見通しをできる限り明ら
かにする。

●その他の関係者等との調整の見通しはどうか

ー △

各治水対策案の実施に当たって、調整すべき関係者を想定し、調整の見通しをできる限り明らかにする。関係者とは、例えば、ダムの有効
活用の場合の共同事業者、堤防かさ上げの場合の橋梁架け替えの際の橋梁管理者、河道掘削時の堰・樋門・樋管等改築の際の許可工作物管
理者、漁業関係者が考えられる。

●法制度上の観点から実現性の見通しはどうか
※６ ー

各治水対策案について、現行法制度で対応可能か、関連法令に抵触することがないか、条例を制定することによって対応可能かなど、どの
程度実現性があるかについて見通しを明らかにする。

●技術上の観点から実現性の見通しはどうか
※６ ー

各治水対策案について、目的を達成するための施設を設計するために必要な技術が確立されているか、現在の技術水準で施工が可能かな
ど、どの程度実現性があるかについて見通しを明らかにする。

持続性
●将来にわたって持続可能といえるか

ー △
各治水対策案について、その効果を維持していくために必要となる定期的な監視や観測、対策方法の検討、関係者との調整等をできる限り
明らかにする。

柔軟性

●地球温暖化に伴う気候変化や社会環境の変化など、将来の
不確実性に対する柔軟性はどうか

ー ー

例えば、河道の掘削は、掘削量を増減させることにより比較的柔軟に対応することができるが、再び堆積すると効果が低下することに留意
する必要がある。また、引堤は、新たな築堤と旧堤撤去を実施することが必要となり、柔軟に対応することは容易ではない。ダムは、操作
規則の変更やかさ上げ等を行うことが考えられる。このような各方策の特性を考慮して、将来の不確実性に対する各治水対策案の特性を明
らかにする。

●事業地及びその周辺への影響はどの程度か

○ △

各治水対策案について、土地の買収、家屋の移転に伴う個人の生活や地域の経済活動、コミュニティ、まちづくり等への影響の観点から、
事業地及びその周辺にどのような影響が生じるか、できる限り明らかにする。また、必要に応じ対象地域の人口動態と対策との関係を分析
し、過疎化の進行等への影響について検討する。なお、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等につい
て明らかにする。

●地域振興等に対してどのような効果があるか
ー △

例えば、調節池等によって公園や水面ができると、観光客が増加し、地域振興に寄与する場合がある。このように、治水対策案によって
は、地域振興に効果がある場合があるので、必要に応じ、その効果を明らかにする。

●地域間の利害の衡平への配慮がなされているか

ー ー

例えば、ダム等は建設地付近で用地買収や家屋移転補償を伴い、受益を享受するのは下流域であるのが一般的である。一方、引堤等は対策
実施箇所と受益地が比較的近接している。各治水対策案について、地域間でどのように利害が異なり利害の衡平にどのように配慮が策実施
箇所と受益地が比較的近接している。各治水対策案について、地域間でどのように利害が異なり、利害の衡平にどのように配慮がなされて
いるか、できる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにす
る。

●水環境に対してどのような影響があるか
△ △

各治水対策案について、現況と比べて水量や水質がどのように変化するのか、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてで
きる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのような
影響があるか △ △

各治水対策案について、地域を特徴づける生態系や動植物の重要な種等への影響がどのように生じるのか及び下流河川も含めた流域全体の
自然環境にどのような影響が生じるのかを、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。また、必
要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●土砂流動はどう変化し、下流河川・海岸にどのように影響
するか △ △

各治水対策案について、土砂流動がどのように変化するのか、それにより下流河川や海岸における土砂の堆積又は侵食にどのような変化が
生じるのか、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策
を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●景観、人と自然との豊かな触れ合いにどのような影響があ
るか △ △

各治水対策案について、景観がどう変化するのか、河川や湖沼での野外リクリエーションを通じた人と自然との触れ合いの活動及び日常的
な人と自然との触れ合いの活動がどのように変化するのかできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対
策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●その他
ー

以上の項目に加えて特筆される環境影響があれば、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする（例
えば、CO2排出の軽減）。

※１　本表の評価軸の間には相互依存性がある（例えば、「実現性」と「コスト」と「安全度（段階的にどのように安全度が確保されていくのか）」はそれぞれが独立しているのではなく、実現性が低いとコストが高くなったり、効果発現時期が遅くなる場合がある）ものが

　　　あることに留意する必要がある。

※２　○：評価の視点としてよく使われてきている、△：評価の視点として使われている場合がある、－：明示した評価はほとんど又は全く行われてきていない

※３　○：原則として定量的評価を行うことが可能、△：主として定性的に評価をせざるを得ないが、一部の事項については定量的な表現が可能な場合がある、－：定量的評価が直ちには困難

※４　「実現性」としては、例えば、達成しうる安全度が著しく低くないか、コストが著しく高くないか、持続性があるか、地域に与える影響や自然環境へ与える影響が著しく大きくないかが考えられるが、これらについては、現実性以外の評価軸を参照すること。

※５　これまで、法制度上または技術上の観点から実現性が乏しい案は代替案として検討しない場合が多かった。

評　　価　　軸　　と　　評　　価　　の　　考　　え　　方 

安全度
（被害軽減効果）

コスト

実現性※5

地域社会への影響

環境への影響

【別紙２】



河
道
掘
削
及
び
築
堤
を

実
施
す
る
区
間

鎧畑ダム

玉川ダム

皆瀬ダム
成瀬ダム

東北地方整備局 2010.10.27

雄物川水系（成瀬ダム）

既設ダム「玉川ダム」「鎧畑ダム」「皆瀬ダム」及び検証対象ダム「成瀬

ダム」による洪水調節を実施し、河道改修と併せて河川整備計画相当

案で想定する目標に対応。

●河川整備計画相当案の概要

●河川整備計画相当案の内容

●ダムの概要

●河川整備計画相当案

玉川ダム玉川ダム(H2(H2完成完成)) 鎧畑ダム鎧畑ダム(S32(S32完成完成)) 皆瀬ダム皆瀬ダム(S3(S388完成完成))
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治水対策の方策と考え方《 治水1：河川整備計画相当案 》
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目標：『過去最大洪水等、昭和以降に発生した代表的洪水と同規模

の洪水が発生しても外水はん濫による床上浸水等重大な浸水被害を

防止するとともに、水田等農地についても被害の軽減に努める。』

■洪水調節施設
○既設ダム

・玉川ダム(直轄)
・鎧畑ダム（秋田県)
・皆瀬ダム(秋田県)、等

○検証対象ダム
・成瀬ダム

■河道改修
・河道掘削及び築堤

直轄区間上流端

直轄区間上流端

直轄区間上流端

4



流域内の既設ダムの再開発や容量配分の見直し、及びこれらの組み

合わせにより、効果的な洪水調節を実施する方策。効果量に応じて他

の方策との組合せも必要。

●想定される方策の概要 ●流域内ダムの概要

●現時点での考え方

雄物川流域内には、玉川ダムをはじめとして複数のダムが存在している。

既設ダムの活用や再開発による治水機能の増強により、河道改修と

併せて河川整備計画相当案に対する洪水調節の方策を検討する。

治水対策の方策と考え方《 治水2：ダムの有効活用 》

効果等を定量化できる。

既設ダムのかさ上げ等による再開発は限界がある。

各ダムの容量の見直し等は可能性があるが、板戸ダム、大松川ダム、

南外ダム、協和ダムは規模が小さいため洪水調節施設として期待でき

る可能性は小さい。また、岩見ダムは雄物川の下流に合流する支川

のダムであり、雄物川本川の流量低減を期待できる区間は少ない。

皆瀬ダム、鎧畑ダム、玉川ダムの３ダムの有効活用の可能性を中心

に検討する。

●想定される方策の内容

流域内のダム

鎧畑ダム鎧畑ダム

協和ダム協和ダム

大松川ダム大松川ダム

皆瀬ダム皆瀬ダム

玉川ダム玉川ダム

皆瀬ダム 板戸ダム 大松川ダム 南外ダム 鎧畑ダム 玉川ダム 協和ダム 岩見ダム

秋田県 秋田県 秋田県 秋田県 秋田県 国 秋田県 秋田県

皆瀬川 皆瀬川 横手川 楢岡川 玉　川 玉　川 淀　川 岩見川
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16,200 － 6,300 480 32,000 107,000 5,500 12,500

利水
(千m3)

10,100 1,600 4,700 1,124 11,000 122,000 1,550 4,400

形　　式

目　　的

容
　
量

選定施設

施設管理者

設置河川名

集水面積(km2）

※（ ）内の数字は、直接流域と間接流域の合計値
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雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋
雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

河道沿いに遊水地を設け、洪水を一時的に貯留し、河道流量を低減さ

せる方策。効果の及ばない区間には河道改修等、他の方策との組合

せが必要。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●想定される方策の内容

●現時点での考え方

雄物川流域では、遊水地による治水対策は行われていないが、以下の視点で、

新たに遊水地による対策を検討する。

・河道改修の負担を軽減するには、なるべく上流部に位置することが必要。

・河道沿いで、市街地や住家、事業所等がある区域をなるべく避ける。

・地形の状況や地盤高、確保できる面積などを勘案し、なるべく貯留量を確保し

効果が期待できる箇所。

治水対策の方策と考え方《 治水3：遊水地等 》

効果等を定量化できる。

ダムの代替として遊水地を検討する場合、一関遊水地と違い貯留に

よる河道流量の低減を期待する。地形条件や遊水地の位置により、

効果の度合いに差が考えられるが、河道改修の増減とあわせて検討。

雄物川流域は、わが国有数の穀倉地帯であり、沿川の水田等優良農

地の一部を遊水地化することから、社会的影響が大きいため、農地利

用の継続を考慮。

以上から、効果の程度、遊水地区域の確保状況によっては治水方策

の一つとして期待できるが、遊水地とする区域の土地利用継続の可否

等も検討、評価が必要。

現時点で想定される
遊水地の候補地範囲

雄物川国管理区間
における堤防整備状況

（平成22年3月時点）

●事例：一関遊水地

越
流
堤

鶴田川

・岩手県の北上川には遊水
地が設置されている。

・一関遊水地は、地形的条
件等から過去にはん濫を
繰り返していた地形的特
性を持つことから、貯留に
よりはん濫域拡大を防止
する遊水地として有効。

凡例

完成堤

暫定堤

無堤

凡例

完成堤

暫定堤

無堤

完成堤防

 130.6km

 54%

暫定堤防

 49.1km

 20%

無堤箇所

 62.5km

 26%

堤防整備延長

242.2km
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玉川

雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

河道を流下する流量を、新たな河道を設置して分岐し、洪水の一部を

他河川または直接日本海へ排水する等の方策。効果の及ばない区間

には河道改修等、他の方策との組合せが必要。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●放水路の事例（雄物川下流）

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水4：放水路 》

効果等を定量化できる。

新たに設置する河道は、地形的特性から低平地と丘陵地を通過する

こととなり、また、海までの距離も長大。

隣接する河川等を活用する場合、分派河川の拡大も考慮。

洪水時の海への排水形態が変化することとなり、沿岸環境や漁業へ

の影響など、評価が困難な課題も生じる。

以上から、河道の流量低減の観点では、分岐下流区間に効果があり

治水方策の一つとして期待できるが、現実性や環境等への影響につ

いても評価が必要。

河道改修の負担をなるべく軽減するには上流から分岐さ

せることが必要。

日本海へ直接排水する放水路を、分岐点から最短ルート

を想定して設置。

新しい放水路を整備

成瀬ダム

事例：雄物川放水路（昭和13年通水）

放水路の構造は、丘陵地はトンネル、平地部は
水路の併用が想定され、海までの距離も増大。

目的：秋田市及び付近の平野の水害被害軽減および河口（土崎港）の改良
概要：河口から10km上流の新屋町で旧川を締め切り、同町西方の丘陵を横断掘削

して日本海に放流
効果：秋田市及び付近の平野の水害被害軽減

新産業都市としての秋田市の飛躍的な発展
土崎港における港口維持と航深維持の確保

例えば、雄物川橋付近から日本海までの最短距離は約40kmとなる。
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既設ダムを残し、検証対象ダムを中止すると仮定した場合に河道に流

下してくる流量に対して、河川整備計画相当案で想定している河道掘

削の規模を拡大する方策。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●河道掘削事例（左手子地区、種沢地区）

・雄物川下流改修事業における河道掘削の状況

治水対策の方策と考え方《 治水5：河道の掘削 》

効果等を定量化できる。

河川整備計画相当案で想定する治水対策のうち、検証対象ダムを中

止と仮定した場合に増大する河道流量を河道掘削の規模拡大で対応。

堤防防護の観点等から河道内で可能となる掘削規模を考慮。

河道掘削の規模拡大による環境への影響や施工性、経済性、効果の

発現時期の差異等に関して評価が必要。

河道掘削の規模拡大は、治水方策の一つとして期待できるが、環境、

経済性、効果発現時期の違い等の評価が必要。

●現時点での考え方雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

河
道
掘
削
の
増
が
想
定
さ
れ
る
区
間
（約

150km
）

河道掘削イメージ図河道掘削イメージ図

成瀬ダム

■■ 河道掘削事例河道掘削事例
（（※※種沢地区掘削状況種沢地区掘削状況））

■■ 河道掘削事例河道掘削事例
（（※※左手子地区掘削状況左手子地区掘削状況））

堤防防護に必要な
高水敷幅を確保

堤防防護に必要な
高水敷幅を確保

河道掘削

平水位

河道掘削イメージ図

※平水位：平常時の水位

河川整備計画相当案で
想定する掘削箇所

検証対象ダムを中止と仮定
した場合の掘削箇所増加分

直轄区間上流端

直轄区間上流端

直轄区間上流端

凡 例

直轄管理区間
河道掘削規模拡大想定区間

8



雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

既設ダムを残し、検証対象ダムを中止すると仮定した場合に河道に流

下してくる流量に対して、河川整備計画相当案で想定している河道改

修に加えて、引堤で河道断面の拡大を図る方策。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●流域の状況

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水6：引堤 》

効果等を定量化できる。

河川整備計画相当案で想定する治水対策のうち、検証対象ダムを中

止と仮定した場合に増大する河道流量に対して引堤により河道断面を

拡大して対応。

雄物川沿川には市街地や集落が点在しており、引堤による土地や家

屋等の補償、構造物の改築等が発生。

引堤は治水対策の一つとして期待できるが、補償の規模等による経

済性や効果発現時期の違い、地域への影響を考慮した評価が必要。

雄物川橋梁(JR)

※引堤のイメージです

集落への影響
が生じる

黒瀬橋

※引堤のイメージです集落への影響
が生じる

下流部（秋田市街地） 下流部（秋田市郊外）

引堤前の水位

引堤後の水位

成瀬ダム

■ 引堤イメージ図

「引堤」による断面の拡大

※引堤のイメージです ※引堤のイメージです

中流部（神宮寺地区） 中流部（大曲地区）

岳見橋
大曲大橋

集落への影響
が生じる

集落への影響
が生じる

引
堤
が
想
定
さ
れ
る
区
間
（約

150km
）

凡 例

直轄区間上流端

直轄区間上流端

直轄区間上流端

※直轄管理区間には橋梁：33橋、樋門樋管：142箇所（左右岸）が存在。

直轄管理区間
堤防引堤が想定される区間
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既設ダムを残し、検証対象ダムを中止すると仮定した場合に河道に流

下してくる流量に対して、河川整備計画相当案で想定している河道改

修に加えて、堤防のかさ上げ（洪水時水位の上昇）で河道断面の拡大

を図る方策。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●流域の状況

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水7：堤防のかさ上げ 》

効果等を定量化できる。

河川整備計画相当案で想定する治水対策のうち、検証対象ダムを中

止と仮定した場合に増大する河道流量を河川整備計画相当案より堤

防を高くすることで河道断面を拡大して対応。

堤防のかさ上げは、洪水時の水位を引き上げることとなり、背後地盤

高に対して洪水位が高くなれば、堤防決壊等の際のエネルギーが増大

し、被害のポテンシャルが増大する。

堤防のかさ上げに伴って新たな用地取得や橋梁等既存構造物の改築

等が新たに発生する。

以上から、堤防のかさ上げは治水方策の一つとして期待できるが、被

害ポテンシャルの増大や橋梁改築等による経済性や効果発現時期の

違い、地域への影響等の評価が必要。

堤防堤防ののかさ上げかさ上げ イメージイメージ

中流部（大仙市付近）下流部（秋田市街地）

JR羽越本線鉄道橋

国道7号秋田大橋

秋田南大橋

国道105号大曲大橋

姫神橋

大曲橋

雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

引堤前の水位

引堤後の水位

成瀬ダム

堤
防
の
か
さ
上
げ
が
想
定
さ
れ
る
区
間
（約

150km
）

凡 例

直轄区間上流端

直轄区間上流端

直轄区間上流端

直轄管理区間
堤防のかさ上げが想定される区間

※直轄管理区間には橋梁：33橋、樋門樋管：142箇所（左右岸）が存在。

「堤防嵩上げ」による断面の拡大

堤防が高くなる＝洪水時の流量をより流せる
⇒しかし、万が一堤防が決壊した場合は、被害も大きくなる

「堤防のかさ上げ」による断面の拡大
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既設ダムを残し、検証対象ダムを中止すると仮定した場合に河道に流

下してくる流量に対して、河川整備計画相当案で想定している河道掘

削に伴う樹木伐採及び樹木管理、流下能力向上、維持を図る方策。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●樹木伐採の考え方

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水8：樹木の伐採 》

伐採にあたっては、生物生息環境への影響等も考慮する必要がある。

樹木伐採による一時的な効果は得られるが、成長によりその効果は無

くなる。また、河道掘削、維持管理の進捗や河道特性の変化に伴い、

樹木の繁茂状況の将来的な定量化は困難。

河川整備計画相当案で予定している河道掘削等と併せて樹木の伐採

を実施するほか、どのような対策となった場合にも河道状況に応じた維

持管理等による適切な樹木伐採が必要。

樹木伐採だけを対象としてダムの代替として定量的に見込むことは困

難と考えられ、河道改修との組合せや維持管理、安全度を維持する継

続対策としての評価が必要。

雄物川の現況河道では、区間によって樹木の繁茂状況が様々であり、

樹木の繁茂が流下能力に影響する度合いは箇所毎に差異があること

から、全川に渡って一定の効果を確保し難い。

また、伐採しても再生したり、掘削・伐採による河道特性の変化等によ

る繁茂個所や樹種も変化し、河道流下能力への影響度合いも、一時

的な評価は可能だが、樹木範囲、密度の変化などに左右され、将来的

な予測は困難。

今後も掘削に伴う伐採とともに、河道の状況や維持管理計画等に基づ

く適切な伐採も継続して実施。

従来から著しい河積阻害や構造物への悪影響の防除、防犯上の観点
等から、個別に伐採し河道の維持を図っている。

この際には、生物の生息環境への影響等を最小限とするため、有識
者の助言を踏まえて実施している。

樹木の伐採による継続的な管理イメージ図

 

適切な管理を実施しなかった場合

適切な管理を実施

幼木の成長

樹林地の拡大

樹林地の密生化

外来種の侵入

・樹林地は拡大・密生化し、洪水時の水位上昇を引き起こす

・外来種の侵入により在来植物の割合が減少する 

・流下阻害にならないよう適正に管理し、樹木群の環境面

 の機能を考慮しつつ必要に応じて伐採を実施する 

樹林地拡大前に伐採必要に応じて伐採 

伐採後に外来種侵入がないよう配慮

樹林地への土砂堆積により、水際環境が変化

河畔林などの保全に配慮しつつ必要に応じて樹木管理を実施
し、治水・環境面の機能を適正に維持

河畔林の環境面の機能の保全に
配慮しつつ必要に応じて伐採

樹林地への土砂堆積により、水際環境が変化

河畔林などの保全に配慮しつつ必要に応じて樹木管理を実施
し、治水・環境面の機能を適正に維持

河畔林の環境面の機能の保全に
配慮しつつ必要に応じて伐採
河畔林の環境面の機能の保全に
配慮しつつ必要に応じて伐採

雄物川下流の中州における樹木の伐採状況写真
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高規格堤防は、背後地の再開発

等と同時に効率的に進められる

べきものであり、雄物川沿川で

は該当個所がない

流量低減等の効果はない。

雄物川流域での治水対策として

評価が困難。

流量低減等の効果はない。

堤防構造だけでなく、基礎地盤

等の技術的課題も多い。

雄物川流域での治水対策として

評価が困難。

本川河道のピーク流量を低減さ

せたり、流下能力を向上させたり

することには寄与しない。

本川水位が高いときに排水すれ

ばかえって本川水位を増加させ、

危険性が高まる可能性がある。

内水域に限定した被害軽減対策

である。

計画高水位以上の水位の洪水

に対して決壊しない堤防を整備

する方策。

●想定される方策の概要

計画高水位以上の水位の洪水

に対して、急激に決壊しないよ

うな粘り強い構造の堤防を整備

する方策。

計画高水位以上の水位に対応

する、高規格堤防を整備する方

策。

内水排除のための排水機場を

整備する方策。

●想定される方策の概要 ●想定される方策の概要 ●想定される方策の概要

9：決壊しない堤防 10：決壊しづらい堤防 11：高規格堤防 12：排水機場等

流量低減等の効果はない。

堤防構造だけでなく、基礎地盤

等の技術的課題も多い。

雄物川流域での治水対策として

評価が困難。

●現時点での考え方 ●現時点での考え方 ●現時点での考え方 ●現時点での考え方

高規格堤防イメージ図高規格堤防イメージ図

1111：高規格堤防：高規格堤防●想定される方策の内容

排水機場イメージ図排水機場イメージ図

1212：排水機場等：排水機場等●想定される方策の内容

治水対策の方策と考え方《 治水 9・10・11・12：決壊しない堤防・決壊しづらい堤防・高規格堤防・排水機場等 》
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●想定される方策の内容

●現時点での考え方
ある程度効果量等は定量化できる。学校や公園、広場等、市街地や宅地等、一定規模の土地建物で、雨水貯留対策や雨水浸透対策を実施する仮定のうえ

で検討。

雄物川流域では、雨水貯留が見込める施設等が僅かであり、また、雨水浸透の対策が有効な密集した市街地等は限定されると思われ、効果量は小さいと見

込まれる。

広範な流域内の施設管理者、土地建物所有者、住宅所有者等の理解と協力が必要なこと、整備の実施主体の調整が必要であることなど、実現性についても

評価が必要。

雄物川流域の建物用地・住宅地は流域全体の約4％程度である。

大規模施設等により、雨水を一時的に貯留することで、流量を低

減する。

市街地や宅地に降った雨が浸透することにより、河川への流出量

を抑制し、流量を低減する。

流域内の学校（小・中・高）は約270箇所、公園（都市公園）は約

220箇所。

治水対策の方策と考え方《 治水 13・14：雨水貯留施設・雨水浸透施設 》

森林

69.2%

宅地

4.1%
田

16.0%

その他

4.7%
畑

2.2%

荒地

3.8%

出典：国土数値情報
土地利用3次メッシュデータ（H18）

●想定される方策の概要（雨水貯留・雨水浸透施設）
・雨水貯留は、学校の校庭や広場、公園等を想定し、雨水を一時的に貯留し流出量を低減する方策。雨水浸透は市街地や宅地等におい

て、雨水浸透施設の整備により流出量を低減する方策。効果量に応じて他の方策と組合せが必要。

「国土数値情報 土地利用3次メッシュデータ（平成18年）」より

椿川

成瀬ダム

雄物川流域

雄物川

凡 例

田、湿田等

畑

森林

荒地

建設用地・住宅地

その他

河川等

雨水貯留施設の例（荏田南小学校、神奈川県横浜市都筑区）

雨水浸透施設の例

※流域内建物用地面積約200km2（約4%）：国土数値情報 土地利用3次メッシュデータ（平成18年）より

国土数値情報 土地利用3次メッシュデータ（平成18年）より
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現況で遊水機能を有する土地を保全し、また部分的に低い堤防はそ

のまま存置することにより、河道外へ遊水させることで河道の流量低

減を図り、他の方策と組み合せる。

●想定される方策の概要

●雄物川の堤防整備状況

●想定される方策の内容（流域の状況）

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水 15・16：遊水機能を有する土地の保全・部分的に低い堤防の存置 》

鎧畑ダム(S32完成)

玉川ダム(H2完成)

皆瀬ダム(S38 完成)

■椿川

56%

下流部（河口～椿川）

中流部①
（椿川～玉川合流点）

中流部②
（玉川合流点～皆瀬川合流点）

上流部
（皆瀬川合流点～上流）

下流部（河口～椿川）

中流部②
（玉川合流～皆瀬川合流）

中流部①
（椿川～玉川合流点）

上流部
（皆瀬川合流～上流）

流量低減量等をある程度定量的に評価できる。

河道による洪水流下を基本とした治水対策が採られてきているものの、

中流部に無堤区間があり、上下流のバランスも一律でない。

無堤区間の家屋等被害軽減策として、宅地かさ上げや輪中堤が考え

られるが広範囲で膨大な個所について対策が必要となる。

また、完成していない暫定堤防が残っており、部分的に低い部分等か

らの遊水を前提として、区域内の宅地かさ上げや二線堤等と組合せた

対策としても評価が必要。

広範囲で膨大な個所について対策が必要となり、地域の合意や土地、

建物所有者等の協力が不可欠。さらに、はん濫を見込む対策は、計画

遊水地と同様に補償等が必要と考えられる。

雄物川水系浸水想定区域図

※浸水想定区域図
・現在の施設、河道の状況にお
いて、100年に1回程度（椿川よ
り下流では概ね150年に1回程

度）起こる大雨による洪水が発
生した場合、仮に堤防決壊等に
よるはん濫で浸水が想定される
区域。

皆瀬川浸水想定区域図

玉川浸水想定区域図

未施工
4%

暫定
5%

完成
91%

完成
17%

暫定
20%

未施工
63%

未施工
6%暫定

9%

完成
85%

完成
42%

暫定
56%

未施工
2%

雄物川・玉川・皆瀬川（平成14年6月28日公表）
成瀬川（平成18年3月30日公表）

成瀬川浸水想定区域図
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玉川

雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

成瀬ダム

霞堤を存置し、洪水を一時的に貯留することにより流量低減を図り、他

の方策と組み合せる。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容（流域の状況）

●想定される方策の内容（流域の状況）

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水17：霞堤 の存置》

ある程度効果等を定量化できる。

雄物川流域では、該当する霞堤が少なく、規模も小さいことから効果

量は小さいと見込まれる。

本川堤の背後地をいわゆる「計画遊水地」とするため、社会的な影響

を含めて検討が必要。

霞堤は雄物川沿川に2箇所存在する。

野崎地区
（油川）

沼館地区
（五郎兵衛幹線排水路）

【雄物川の霞堤】

野崎地区：雄物川右岸74.6k地点、

沼館地区：雄物川右岸84.6k地点

霞堤付近の状況

油川

五郎兵衛
幹線排水路

遊水箇所 遊水箇所

H.W.L 霞堤

■横断イメージ
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流域内の家屋等をある程度のまとまりをもって囲うように輪中堤を設置

し、はん濫による被害軽減を図る方策であり、他の方策と組合せが必

要。

●想定される方策の概要

●想定される方策の内容

●輪中堤の事例（雄物川：強首輪中堤）

●現時点での考え方

地形（河道）特性と住宅地の立地状況等を考慮する必要がある。

また、検討にあたっては、はん濫形態等から治水15,16《遊水機能を有する

土地の保全・部分的に低い堤防の存置》との組み合わせとなる。

輪中堤は、遊水機能を有する土地の保全、部分的に低い堤防の存置

との組み合わせで、はん濫が発生した場合の家屋被害の軽減方策とし

て有効である。

雄物川では昭和62年8月洪水の浸水被害を受け、中流部の大仙市強

首地区で輪中堤事業を実施した。

未だに残る無堤区間等のはん濫被害に対する組合せとして評価。

雄物川沿川は集落が多数点在しているため、周囲堤の設置に伴い、

周辺集落や圃場等へのアクセスが遮断されることから、陸閘設置など

による対策が必要となり、地域に与える影響が大きい。

対象区域の土地利用の継続の可否や環境等への影響も検討、評価

が必要。

内水を排水するための施設を設置する必要がある。

治水対策の方策と考え方《 治水 18：輪中堤 》

H19洪水（強首地区）

輪中堤

強首地区

S62洪水（強首地区）

強首地区

雄物川の堤防整備状況

輪中堤強首地区

輪中堤の事例
強首輪中堤（秋田県大仙市）

強首地区において、連続
堤を整備するためには、
長期間を要することから、
強首地区内の集落を早期
に水害から守るために、輪
中堤を整備（平成5～平成
14年）した。

鎧畑ダム(S32完成)

玉川ダム(H2完成)

皆瀬ダム(S38 完成)

■椿川

56%

下流部（河口～椿川）

中流部①
（椿川～玉川合流点）

中流部②
（玉川合流点～皆瀬川合流点）

上流部
（皆瀬川合流点～上流）

下流部（河口～椿川）

中流部②
（玉川合流～皆瀬川合流）

中流部①
（椿川～玉川合流点）

未施工
4%

暫定
5%

完成
91%

完成
17%

暫定
20%

未施工
63%

未施工
6%暫定

9%

完成
85%

完成
42%

暫定
56%

未施工
2%

上流部
（皆瀬川合流～上流）
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堤防が決壊した場合に、堤防背後の堤内地での洪水はん濫の拡大を防

止し、被害の軽減を図る方策。他の方策と組合せが必要。

●想定される方策の概要

●現時点での考え方

●想定される方策の内容

二線堤イメージ図二線堤イメージ図

二線堤

洪水はん濫が発生
しても二線堤により

防御される

河道の流量低減等は期待できないが、はん濫が発生した場合の被害軽減
方策として有効。

部分的に低い堤防の存置等の方策と組合せて検討。

対策箇所では、地域の合意や土地、建物所有者等の協力が不可欠。さら
に、はん濫を見込む対策は、計画遊水地と同様に補償等が必要と考えら
れる。

＜二線堤＞
・堤内地側の区域を区画
するように堤防を設置
することで、洪水はん
濫が生じた場合のはん
濫拡大を防止し、被害
を最小限に食い止める。

水害に強いまちづくり事業（鳴瀬川水系吉田川：国管理区間）

洪水により河川がはん濫した場合、はん濫の拡大を最小限にとどめると共に緊急時におけ
る救援、復旧活動等が迅速にできるよう、二線堤と管理用道路を整備している。二線堤は道
路機能も兼ねられることから、国道346号バイパスとの兼用施設として計画されている。これ
までの整備により現時点ではん濫の拡大から市街地を守る効果が発揮できる状況まで進んで
いる。

また、災害時の救助や復旧などの活動を迅速、確実に行うためのヘリポートや緊急避難地
も併せて整備している。

●二線堤の事例

治水対策の方策と考え方《 治水 19：二線堤 》

市街地

二線堤

二線堤

吉田川

鳴瀬川

吉田川

鳴瀬川
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●想定される方策の概要

21 ： 宅地のかさ上げ、ピロティ建築等

・ 浸水実績のある地域、浸水の予想される地域において、宅地

かさ上げ・ピロティー（高床）化等を実施し家屋被害を防止する

方策。

●想定される方策の概要

22：土地利用規制

・浸水実績のある地域、浸水の予想される地域において、災害

危険区域の指定、市街化の拡大防止、土地利用の規制、誘

導によって被害を抑制する方策。

●現時点での考え方

本２方策は、はん濫が発生した場合の被害軽減として有効。

雄物川では、はん濫域の中に市街地や集落が多く点在する。宅地のかさ上げ、ピロティ建
築等の対策は、対象数が膨大となることが想定される。土地利用規制も、既成市街地等に
対する規制、誘導に伴って移転等が必要となる可能性がある。

雄物川は無堤の区間や暫定的に低い堤防があることから、はん濫後の被害軽減として、
霞堤や部分的に低い堤防の存置等と組み合わせる対策を検討。地域の合意や土地、建
物所有者等の協力が不可欠。

治水対策の方策と考え方《 治水 21・22：宅地のかさ上げ・ピロティ建築等・土地利用規制 》

●想定される方策の概要（流域の状況）

・雄物川沿いに点在する集落の建物等をかさ上げ及び土地利用規制を行う。

②：協雄大橋付近

④：雄物川第二橋付近 ⑤：宇留井谷地付近

③：福部羅橋付近

雄物川第二橋

協雄大橋

福部羅橋

大仙市協和小種

大仙市杉山田

大仙市神宮寺
宇留井谷地

大仙市峰吉川

大仙市大巻

①：新波橋付近

雄物川

雄物川

雄物川 雄物川 雄物川

秋田市雄和向野

秋田市雄和新波

「国土数値情報 土地利用3次メッシュデータ（平成18年）」より

●ピロティ建築の事例

平成17年8月及び9月の集中豪雨や台風等により大規模な浸水被害の発生を受け、平成17年12月1日よ
り浸水被害を未然に防いだり、被害を軽くしたりするために、住宅高床工事(既存の住宅の床を上げる工

事、新築時に高床式で建てる工事）の費用の一部を補助する制度

ピロティ建築に関する助成制度の事例（東京都中野区）

引用：東京都中野区ＨＰより

新波橋

⑥：岳見橋付近

岳見橋

大仙市花館
雄物川

椿川

雄物川流域

雄物川

凡 例

田、湿田等

畑

森林

荒地

建設用地・住宅地

その他

河川等

秋田市

玉川

・雄物川の堤防沿いには、建物用地（図中の赤）が広範囲に点在。
・雄物川流域面積のうち、建物用地約4％（約200km2）

皆瀬川

18



●想定される方策の概要（水田の保全）

・流域内の水田を保全し、雨水を一時貯留する機能を強化し、流出

量を抑制する方策。

●想定される方策の概要（現状と仮定）

●想定される方策の（ため池の保全）

・水田による貯留の類似対策として、流域内のため池の貯水容量
を治水対策に活用し、流出量を抑制する方策。

●想定される方策の（現状と仮定）
・雄物川流域の田（湿田、乾田、沼田、蓮田含み）の面積※は、約780㎞2で、流

域面積の約16％を占める。このうち、「水田」を対象とし、かつ減反・転作等

の状況を踏まえれば対象範囲は限定されると想定。

・治水計画は、流域の近年の状態を踏まえている。現状よりも水田の機能を向
上するには、畦畔のかさ上げや落水口の改造等の施設整備と、洪水毎の的
確な水管理等が必要となる。

●現時点での考え方
・ある程度、概略の効果量を定量化できる。

・対象となる水田は対策として有効な範囲が限定的と想定され、かつ、減反・転作等の状況を踏まえる必要がある。

・水田の貯留機能を向上させるには、畦畔のかさ上げや落水口の改造等の施設整備を伴う。また、水田は用水利用時期によって
機能が変化すると考えられ、一定の効果を維持するためには、洪水時においても人為的にきめ細かで適切な水管理、維持管理が
必要であり、水田所有者、管理者等との調整が必要であるとともに、実施主体等実現性の整理も必要。

・ため池も同様に、水利用時期や気象状況に応じて実際の貯水容量には変化があり、管理面も含め、実現性の整理が必要。

※ 水田等面積
・国土数値情報 土地利用3次メッシュデータ（平成18年）における「田（湿田、乾田、沼田、蓮田含み）」の面積。水田以外を含む。

通常時の湛水深

貯留時の湛水深

畦畔 畦畔

• 雄物川流域には総貯
水量が大きい（30万m3

以上）ため池等が25箇
所、容量2,200万m3が
存在している。

• 通常、治水計画は、流
域の現状を踏まえてい
る。

治水対策の方策と考え方《 治水23：水田等の保全 》

【雄物川流域の総貯水量30万m
3
以上のため池】

No. 名称 所在地 総貯水量(m
3
)

1 吉田溜池 秋田市金足吉田字イカリ 957,000

2 箒田溜池 秋田市下新城上小友字箒田沢 341,000

3 堀田溜池 秋田市下新城小友字堀田沢 672,000

4 猿田沢溜池 秋田市下新城小友字猿田沢 946,000

5 大滝沢溜池 秋田市上新城道川字大滝 1,711,000

6 石田坂大堤 秋田市豊岩石田坂字山田沢及び館ノ尺 980,000

7 菅沢溜池 秋田市豊岩豊巻字菅沢65 583,000

8 大沢溜池 秋田市豊岩小山字大沢 504,000

9 東ヶ沢 秋田市雄和萱ケ沢字東ヶ沢 332,500

10 大滝沢 大仙市土川字大滝沢 330,000

11 潟尻第1 仙北郡美郷町六郷東根潟尻 405,120

12 泉沢ため池 大仙市協和小種字泉沢 800,000

13 一丈木 仙北郡美郷町浪花字一丈下1-8.9.10 753,000

14 仏沢 仙北郡美郷町金沢東根字仏沢14 1,128,000

15 金沢ため池 仙北郡美郷町金沢字諏訪堂3-10 702,000
16 楢沢沼 横手市大屋寺内 744,000
17 明永沼 横手市睦成 1,431,000
18 湯の沢 横手市増田町 439,000
19 馬鞍沼 横手市平鹿町 396,000
20 杉ノ沢 横手市大森町 594,000
21 葛ケ沢 横手市大森町 695,000
22 相野々ダム 横手市山内 3,568,000
23 松倉 雄勝郡羽後町 605,000
24 赤沢 雄勝郡羽後町 540,000
25 桁倉沼 湯沢市皆瀬 1,800,000
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●想定される方策の内容

●流域の森林の状況

●現時点での考え方

治水対策の方策と考え方《 治水24：森林の保全 》

治水計画は、近年の森林状況も踏まえている。

現時点で森林の保全による治水効果の向上分は定量化が困難であるが、

現状を維持する必要があることから、どのような対策にも関連する方策で

ある。

本方策は、森林の土壌の働きにより流出を緩和する効果が持続、あるい

は向上することを期待するものであるが、森林の土壌をより健全に変化さ

せるには、適切な管理と保全が不可欠かつ長期間を要すると考えられる。

全ての対策に共通する方策。

流域の森林の機能を保全し、主に森林土壌の働きにより、雨水を

地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという森林の機能を保全す

る方策。

●想定される方策の概要

森林保全のイメージ森林保全のイメージ
((出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議資料より出典：今後の治水対策のあり方に関する有識者会議資料より))
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（出典：国土数値情報 土地利用3次メッシュデータ（H18））

•昭和30年代と現在の森林面積を比較しても、大きな変化は見られない。

秋田県及び雄物川流域市町村の森林面積

出典：秋田農林水産統計秋田県全体（面積）

雄物川流域市町村（面積）

秋田県全体（面積率）

雄物川流域市町村（面積率）
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● 想定される方策の概要
20：樹林帯等
・霞堤や堤防未施工箇所等の不連続な堤防箇所において、
樹林帯を設置し、はん濫流の防止を図る方策。

治水対策の方策と考え方《 治水 20・25・26：樹林帯等・洪水の予測、

情報の提供等・水害保険等 》

●現時点の考え方

20：樹林帯等
・破堤はん濫時の洪水流緩和、堤防決壊の拡大の抑止等の
機能がある。

・雄物川沿川においては、現状で連続した樹林帯は無い。
・流量低減等の効果は無く、代替の治水施設として評価する
ことは困難。

● 想定される方策の概要

25：洪水の予測、情報の提供等
・住民が的確で安全に避難できるように洪水の予測や情報
の提供を進める。

・関係自治体による洪水ハザードマップの作成・公表。
・気象台と連携し、洪水予報を迅速に発令。
・関係機関への迅速な情報伝達、住民への分かりやすい
災害情報の提供。

26：水害保険等
・洪水被害が発生した場合に、水害保険等で補償等が
できるような制度の構築等を図る。

●現時点の考え方

25：洪水の予測、情報の提供等
・流量低減等の効果は見込まれないが、洪水時の警戒避難、
被害軽減の観点で重要。

・どの治水対策とも並行して実施すべきで、必要不可欠な
対策。

26：水害保険等
・流量低減等の効果は見込まれないが、洪水発生後の被害
額補填や被災者の社会生活への早期の復帰に資する。

・制度面の充実等が今後の課題。

樹林帯イメージ図
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河川を横過して専ら流水を貯留する目的で築造される構造物である。多目的ダムの場
合、河川管理者が建設するダムに権原を持つことにより、水源とする。また、利水単
独ダムの場合、利水者が許可工作物として自らダムを建設し、水源とする。

可能 ダム下流

河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯留し、水源とする。 可能 湛水区域

湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調節を行って貯水池としての役割を
持たせ、水源とする。

可能 湖沼地点下流

流況の異なる複数の河川を連絡することで、時期に応じて、水量に余裕のある河川か
ら不足している河川に水を移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とす
る。

可能 接続地点下流

河道外に貯水池を設け、河川の流水を導水し、貯留することで水源とする。 可能 施設の下流

既存のダムをかさ上げあるいは掘削することで利水容量を確保し、水源とする。 可能 ダム下流

既存のダムの発電容量や治水容量を買い上げて利水容量とすることで、水源とする。 可能 ダム下流

水量に余裕のある水系から導水することで水源とする。 可能 導水位置下流

伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつつ、井戸の新設等により、水源とす
る。

 ある程度可能 井戸の場所
（取水の可否は場所による）

主に雨水や地区内流水を貯留するため池を設置することで水源とする。 可能 施設の下流

海水淡水化施設を設置し、水源とする。 可能 海沿い

主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、ゆっくりと流出させるという水
源林の持つ機能を保全し、河川流況の安定化を期待する。 －

水源林の下流

需要が発生しておらず、水利権が付与されていないダム使用権等を必要な者に振り替
える。

可能 融通元水源ダムの下流

用水路の漏水対策、取水施設の改良等による用水の使用量の削減、農地面積の減少、
産業構造の変革等に伴う需要減分を、他の必要とする用途に転用する。

ある程度可能 融通元水源の下流

渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小限とする取水制限を行う。

－ －

節水コマなどの節水機器の普及、節水運動の推進、工場における回収率の向上などに
より、水需要の抑制を図る。

困難
－

雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進により、河川水・地下
水を水源とする水需要の抑制を図る。

困難
－

水系間導水

雨水・中水利用

ダム使用権等の振
替

渇水調整の強化

河口堰

湖沼開発

ダム再開発（かさ
上げ・掘削）

節水対策

水源林の保全

既得水利の合理
化・転用

需
要
面
・
供
給
面
で
の
総
合
的
な
対
応
が

必
要
な
も
の

地下水取水

ため池(取水後の貯
留施設を含む。)

利　水　代　替　策　

海水淡水化

他用途ダム容量の
買い上げ

検
証
対
象

流況調整河川

河道外貯留施設
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取水可能地点
※導水路の新設を
　前提としない場合

利水上の効果等

効果を定量的に見込
むことが可能か

ダム

※

【別紙７】
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●各地方で個別ダムの検証を検討する場合には、【別紙１】に掲げる方策を組み合わせて立案した利水対策案を、河川や流域の特性に応じ、次表のような評価軸で評価する。

評価軸 評価の考え方 従来の代替
案検討※1

評価の定量
性について

※２
備　　　　考

●利水参画者に対し、開発量として何m3/s必要かを確認する
とともに、その算出が妥当に行われているかを確認するこ
ととしており、その量を確保できるか

○ ○

利水参画者に対し、開発量として何 m3/s必要かを確認するとともに、その算出が妥当に行われているかを確認の上、その量を確保することを基本
として利水対策案を立案することとしており、このような場合は同様の評価結果となる。

●段階的にどのように効果が確保されていくのか

－ △

例えば、地下水取水は対策の進捗に伴って段階的に効果を発揮していくが、ダムは完成するまでは効果を発現せず、完成し運用して初めて効果を発
揮することになる。このような各方策の段階的な効果の発現の特性を考慮して、各利水対策案について、対策実施手順を想定し、一定の期限後にど
のような効果を発現しているかについて明らかにする。

●どの範囲で　どのような効果が確保されていくのか
（取水位置別に、取水可能量がどのように確保されるか） △ △

例えば、地下水取水は、主として事業実施箇所付近において効果を発揮する。また、ダム、湖沼開発等は、下流域において効果を発揮する。このよ
うな各方策の特性を考慮して、各利水対策案によって効果が及ぶ範囲が異なる場合は、その旨を明らかにする。

●どのような水質の用水が得られるか
△ △

各利水対策案について、得られる見込みの用水の水質をできるかぎり定量的に見込む。用水の水質によっては、利水参画者の理解が得られない場合
や、利水参画者にとって浄水コストがかさむ場合があることを考慮する。

※なお、目標に関しては、各種計画との整合、渇水被害抑
止、経済効果等の観点で適宜評価する。
●完成までに要する費用はどのくらいか

○ ○
各利水対策案について、現時点から完成するまでの費用をできる限り網羅的に見込んで比較する。

●維持管理に要する費用はどのくらいか
○ ○

各利水対策案について、維持管理に要する費用をできる限り網羅的に見込んで比較する。

●その他の費用（ダム中止に伴って発生する費用等）はどれ
くらいか － ○

その他の費用として、ダム中止に伴って発生する費用等について、できる限り明らかにする。

※なお、コストに関しては、必要に応じ、直接的な費用だけ
でなく関連して必要となる費用についても明らかにして評
価する。

例えば、既に整備済みの利水専用施設（導水路、浄水場等）を活用できるか確認し、活用することが困難な場合には、新たに整備する施設のコスト
や不要となる施設の処理に係るコストを見込む。

●土地所有者等の協力の見通しはどうか － △
用地取得や家屋移転補償等が必要な利水対策案については、土地所有者等の協力の見通しについて明らかにする。

●関係する河川使用者の同意の見通しはどうか
－ △

各利水対策案の実施に当たって、調整すべき関係する河川使用者を想定し、調整の見通しをできる限り明らかにする。関係する河川使用者とは、例
えば、既存ダムの活用（容量の買い上げ・かさ上げ）の場合における既存ダムに権利を有する者、水需要予測見直しの際の既得の水利権を有する
者、農業用水合理化の際の農業関係者が考えられる。

●発電を目的として事業に参画している者への影響の程度は
どうか

－ △
発電の目的を有する検証対象ダムにおいて、当該ダム事業以外の利水対策案を実施する場合には、発電を目的としてダム事業に参画している者の目
的が達成できなくなることになるが、その者の意見を聴くとともに、影響の程度をできる限り明らかにする。

●その他の関係者との調整の見通しはどうか － △
各利水対策案の実施に当たって、調整すべきその他の関係者を想定し、調整の見通しをできる限り明らかにする。その他の関係者とは、例えば、利
水参画者が用水の供給を行っている又は予定している団体が考えられる。

●事業期間はどの程度必要か △ △
各利水対策案について、事業効果が発揮するまでの期間をできる限り定量的に見込む。利水参画者は需要者に対し供給可能時期を示しており、需要
者はそれを見込みつつ経営計画を立てることから、その時期までに供給できるかどうかが重要な評価軸となる。

●法制度上の観点から実現性の見通しはどうか
※４ －

各利水対策案について、現行法制度で対応可能か、関連法令に抵触することがないか、条例を制定することによって対応可能かなど、どの程度実現
性があるかについて見通しを明らかにする。

●技術上の観点から実現性の見通しはどうか
※４ －

各利水対策案について、利水参画者に対して確認した必要な開発量を確保するための施設を設計するために必要な技術が確立されているか、現在の
技術水準で施工が可能かなど、どの程度実現性があるかについて見通しを明らかにする。

持続性
●将来にわたって持続可能といえるか

－ △
各利水対策案について、恒久的にその効果を維持していくために、将来にわたって定期的な監視や観測、対策方法の調査研究、関係者との調整等を
できる限り明らかにする。例えば、地下水取水には地盤沈下についての定期的な監視や観測が必要となる。

●事業地及びその周辺への影響はどの程度か
○ △

各利水対策案について、土地の買収、家屋の移転に伴う個人の生活や地域の経済活動、コミュニティ、まちづくり等への影響の観点から、事業地及
びその周辺にどのような影響が生じるか、できる限り明らかにする。また、必要に応じ対象地域の人口動態と対策との関係を分析し、過疎化の進行
等への影響について検討する。なお、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●地域振興に対してどのような効果があるか
－ △

例えば、河道外貯留施設（貯水池）やダム等によって広大な水面ができると、観光客が増加し、地域振興に寄与する場合がある。このように、利水
対策案によっては、地域振興に効果がある場合があるので、必要に応じ、その効果を明らかにする。

●地域間の利害の衡平への配慮がなされているか

－ －

例えば、ダム等は建設地付近で用地買収や家屋移転補償を伴い、受益するのは下流域であるのが一般的である。一方、地下水取水等は対策実施箇所
と受益地が比較的近接している。各利水対策案について、地域間でどのように利害が異なり、利害の衡平にどのように配慮がなされているか、でき
る限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●水環境に対してどのような影響があるか
△ △

各利水対策案について、現況と比べて水量や水質がどのように変化するのか、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り
明らかにする。また必要に応じ影響緩和のための対策を検討し対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●地下水位、地盤沈下や地下水の塩水化にどのような影響が
あるか － △

各利水対策案について、現況と比べて地下水位にどのような影響を与えるか、またそれにより地盤沈下や地下水の塩水化、周辺の地下水利用にどの
ような影響を与えるか、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対
策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●生物の多様性の確保及び流域の自然環境全体にどのような
影響があるか △ △

各利水対策案について、地域を特徴づける生態系や動植物の重要な種等への影響がどのように生じるのか、下流河川も含めた流域全体での自然環境
にどのような影響が生じるのか、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和の
ための対策を検討し、対策の内容や想定される効果等について明らかにする。

●土砂流動はどう変化し、下流の河川・海岸にどのように影
響するか △ △

各利水対策案について、土砂流動がどのように変化するのか、それにより下流河川や海岸における土砂の堆積又は侵食にどのような変化が生じるの
か、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の
内容や想定される効果等について明らかにする。

●景観、人と自然との豊かなふれあいにどのような影響があ
るか △ △

各利水対策案について、景観がどう変化するのか、河川や湖沼での野外レクリェーションを通じた人と自然との触れ合いの活動及び日常的な人と自
然との触れ合いの活動がどのように変化するのかできる限り明らかにする。また、必要に応じ影響緩和のための対策を検討し、対策の内容や想定さ
れる効果等について明らかにする。

●CO2排出負荷はどう変わるか

－ △

各利水対策案について、対策の実施及び河川・ダム等の管理に伴うCO2の排出負荷の概略を明らかにする。例えば、海水淡水化や長距離導水の実施
には多大なエネルギーを必要とすること、水力発電用ダム容量の買い上げや発電を目的に含むダム事業の中止は火力発電の増強を要するなど、エネ
ルギー政策にも影響する可能性があることに留意する。

●その他 △ △ 以上の項目に加えて特筆される環境影響があれば、利用できるデータの制約や想定される影響の程度に応じてできる限り明らかにする。

※１　○：評価の視点としてよくつかわれてきている、△：評価の視点として使われている場合がある、－：明示した評価はほとんど又は全く行われてきていない。

※３「実現性」としては、例えば、達成しうる安全度が著しく低くないか、コストが著しく高くないか、持続性があるか、地域に与える影響や自然環境へ与える影響が著しく大きくないかが考えられるが、これらについては、実現性以外の評価を参照すること。

※２　○：原則として定量的評価を行うことが可能、△：主として定性的に評価をせざるを得ないが、一部の事項については定量的な表現が可能な場合がある、－：定量的評価が直ちには困難

※４　これまで、法制度上又は技術上の観点から実現性が乏しい案は代替案として検討しない場合が多かった。

評　　価　　軸　　と　　評　　価　　の　　考　　え　　方

地域社会への影響

環境への影響

コスト

実現性
※３

目標

【別紙８】
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計画の概要

検証対象ダムの成瀬ダムにより、河川整備計画相当案

で想定している目標を達成する流水の正常な機能の維

持・新規利水補給を実施

想定される方策の内容

流水の正常な機能の維持

現時点での考え方

湯沢市、横手市〔旧増田町、旧平鹿町、旧十文字町〕、
大仙市〔旧西仙北町、旧南外村〕に対して、新たに1日
最大15,225m3の水道用水の取水を可能とする。

成瀬ダム下流から、皆瀬川合流点と皆瀬川合流点から
雄物川合流点までの既得用水の補給等、流水の正常な機
能の維持と増進を図る

かんがい用水

皆瀬川、成瀬川及び雄物川沿岸の約10,050haの農地
に対するかんがい用水の補給を行う。

水道用水

成瀬ダム完成予想図

成瀬ダムの概要

利水代替策と考え方 《利水 １：ダム（河川整備計画相当案）》

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】
効果等を定量化できる。

河川整備計画相当案における最適案
として提示しており、利水対策の案とし
て評価可能。

 

成瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

成瀬ダム貯水池容量配分図

ダム高 

113.5m 

堤頂標高 

EL.534.5m 

基礎標高 EL.421.00m 

最低水位 EL.465.30m 

常時満水位 EL.518.70m 

サーチャージ水位 EL.527.80m 

堆砂容量      3,500 千 m3 

洪水調節容量 19,000 千 m3 

利水容量    56,200 千 m3 

流水の正常な機能の維持 

26,500 千 m3 

かんがい     28,300 千 m3 

水道         1,400 千 m3 

（発電        56,200 千 m3） 

総貯水容量 

78,700 千m3 

有効貯水容量 

75,200 千m3 

68.12.2678,700690113.5ロックフィルダム成瀬ダム

集水面積
(km2)

湛水面積
(km2)

総貯水容量
(千m3)

堤頂長
(m)

ダム高
(m)

ダム形式施設名

成瀬ダム計画諸元

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋
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現時点での考え方

利水代替策と考え方 《利水 １：ダム（利水専用ダム新設）》

想定される方策の概要

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

効果等を定量化できる。

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

各ダムの概要

治水対策がダム以外の場合に利水専用ダムを建設し、水源とす

る方策

成瀬ダムサイト及び成瀬川

支川を対象に利水専用又は

共同ダムを検討する。

現行計画（多目的ダム）に比べ、専用ダムの場合はダムが小さく

なるがコストが割高になる可能性がある。

利水容量が大きいかんがい、
不特定については、検証対
象ダム（成瀬ダム）のダムサ
イトに利水専用ダムを建設

利水専用ダム
（かんがい・不特定）

利水容量が少ない水道について
は、成瀬川支川に専用ダムの建
設を検討

利水専用ダム（水道）

かんがい専用ダム

水道専用ダム

 

堆砂容量          3,500 千 m3 

利水容量       28,300 千 m3 

かんがい     28,300 千 m3 

総貯水容量 31,800 千 m3 

ダム高 89.2m 

 

堆砂容量             6 千 m3 

利水容量        1,490 千 m3 

水道          1,490 千 m3 

総貯水容量  1,496 千 m3 

ダム高 14.0m 

不特定専用ダム
（流水の正常な機能の維持）

 

流水の正常な機能の維持 
 26,500 千 m3 

堆砂容量          3,500 千 m3 

利水容量       26,500 千 m3 

総貯水容量 30,000 千 m3 

ダム高 87.9m 

成瀬ダム

サイト
87.930,000

不特定

専用ダム

成瀬川

支川
14.01,498

水道専用
ダム

成瀬ダム

サイト
89.231,800

かんがい

専用ダム

想定する

ダムサイト

ダム高

（m）

貯水容量

（千m3）

専用ダム諸元

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

利水者の同意が前提となるが、利水対策の案として評価可能。
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河口堰の概要

現時点での考え方

利水代替策と考え方 《利水 ２：河口堰》

河口堰は河川の最下流部に堰を設置することにより、淡水を貯

留し、水源とする方策

想定される方策の概要

×××

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

効果等を定量化できる。

雄物川河口部に堰を建設

した場合、必要となる容

量を確保できない他、利

水事業の取水地点までの

送水コストが不利になり、

実現性が厳しい。

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

送水距離 約50km

河口堰（新設）

雄物川河口部に新たに堰を建設し、貯水容量
を新たに確保するとともに、取水地点まで専用
導水路を設置。

堰
利水容量

雄物川河口部付近の状況

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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堰の概要

現時点での考え方

利水代替策と考え方 《利水 ２：中流部堰》

雄物川に既に設置している複数の取水堰について、
堰高を上げるなどの全面改築を行い、貯水容量を新
たに確保する。

中流部堰は、河川の中流部に堰を設置することにより、流水を

貯留し、水源とする方策

山城堰頭首工

皆瀬頭首工

想定される方策の概要

頭首工名 位置 形式 堤高 堤長

山城頭首工
（左岸）横手市大森町
（右岸）横手市雄物川町 フローティングタイプ 1.8 m 271.3 m

皆瀬頭首工
（左岸）湯沢市岩崎
（右岸）横手市増田町 フローティングタイプ 1.9 m 237.2 m

成瀬頭首工 横手市増田町 フィクスドタイプ 2.2 m 65.5 m

■ 既設取水堰一覧

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】
効果等を定量化できる。

雄物川に既に設置している複

数の取水堰について、同様

の検討が可能（堰本体、取

水口の改築必要）。

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

山城堰頭首工

皆瀬頭首工
成瀬頭首工

成瀬頭首工

改築した場合でも必要となる容量を確保できない他、利水事業の取水

地点までの送水コストが不利になる可能性がある。

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

山城堰頭首工

利水者の同意が前提となるが、複数の組み合わせる利水対策の案

として評価可能。
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雄物川流域に存在する湖沼の流出部に堰等
を設け、湖沼水位の計画的な調整を行い、貯
水池として計画。

田沢湖の活用

現時点での考え方

利水代替策と考え方 《利水 ３：湖沼開発》

湖沼開発は、湖沼の流出部に堰等を設け、湖沼水位の計画的な調

節を行って貯水池としての役割を持たせ水源とする方策

想定される方策の概要

田沢湖の水利用により最大14mの範囲で水位が変動し、同湖周辺の景

観悪化や乗船に支障がきたすなどの問題が発生。

関係機関が連携し、水利用者の協力を得て必要流量を相互に融通して

もらうこと、並びに同湖上流に位置する玉川ダムとの流量調整を行うこと

で、平成14年からの水位変動は最大3mとなっている。
想定される方策の内容

 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

田沢湖

×××

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】
効果等を定量化できる。

既に関係者間での水融通が
なされており、現在以上の水
開発は困難。

玉　川

桧木内川

先達川

雄物川

日本海

河川流量基準地点：椿川

かんがい取水

かんがい取水

かんがい取水

かんがい取水

玉川ﾀﾞﾑ：国管理

田沢湖：県管理

生保内発電所

田沢湖発電所

上水道・工業用水取水

玉川ダム・田沢湖連携運用位置図及び概念図

玉川及び田沢湖の連携運用とは：
　・玉川と雄物川下流の利水及び河川の維持流量として必要となる流水を
　　水源地である「玉川ﾀﾞﾑ」と「田沢湖」の双方で負担（補給）する運用をい
　　います。

玉川発電所

見附田堰

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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北上川水系の流況は厳し

く、湯田ダム、胆沢ダムの

容量にも余裕がないことか

ら評価困難。

利水代替策と考え方 《利水 ４：流況調整河川、 ８：水系間導水》

  

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0k
0

200

400

1200m

16.0k 17.0k 18.0 19.0k 

600

800

1000

成
瀬
川 

19.5k

▼

湯田ダム 
放水位 
EL.199m 

導水延長 19.5km 

導水勾配 1/848 
27.353m3/s取水位 

EL.222.0m

水系間導水の概要

湯田ダム～成瀬川 導水ルート縦断図

湯田ダム・胆沢ダムからの導水 位置図

胆沢ダム
（建設中）

  

1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0 9.0 10.0 11.0 12.0 13.0 14.0 15.0
0

200

400

1200m

16.0 17.0k 

600

800

1000

成
瀬
川 

16.8k

▼

胆沢ダム 
放水位 
EL.230m 

導水延長 16.8km 

導水勾配 1/149 
27.353m3/s

取水位 
EL.342.9m

胆沢ダム～成瀬川 導水ルート縦断図

想定される方策の内容

想定される方策の概要

 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

・流況調整河川は、流況の異なる複数の河川を連絡することで、

時期に応じて水量に余裕のある河川から不足している河川に水を

移動させることにより、水の有効活用を図り、水源とする方策

奥羽山脈を挟んで隣の流域で
ある北上川水系湯田ダム、胆
沢ダムの流況が豊富な際に、
新設導水路によって成瀬川へ
導水する。

×××

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

 

ダム高 

89.5m 

堤頂標高 

EL.241.5m 

基礎標高 EL.152.00m 

最低水位 EL.215.00m 

常時満水位 EL.236.50m 

サーチャージ水位 EL.239.00m 

堆砂容量     20,450 千 m3 

洪水調節容量 77,810 千 m3 

利水容量   15,900 千 m3 

かんがい   15,900 千 m3

発電      15,900 千 m3

 

洪水期 （7/1～9/30） 

制限水位 EL.222.00m 

利水容量   78,560 千 m3 

サーチャージ容量 15,150 千 m3 

非洪水期 （10/1～翌年 6/30） 

かんがい   78,560 千 m3 

発電      78,560 千 m3

 

ダム高 

130.0m 

堤頂標高 

EL.362.0m 

基礎標高 EL.232.00m 

最低水位 EL.304.00m 

常時満水位 EL.345.60m 

サーチャージ水位 EL.356.30m 

堆砂容量     11,000 千 m3 

洪水調節容量 51,000 千 m3 

利水容量   81,000 千 m3 

洪水期 （7/1～9/30） 

制限水位 EL.342.90m 
利水容量   90,000 千 m3 

非洪水期 （10/1～翌年 6/30） 

流水の正常な機能の維持 

46,000 千 m3

かんがい    31,600千m3

水道        3,400 千 m3

発電       81,000千m3

流水の正常な機能の維持 

36,800 千 m3 

かんがい    48,800千m3 

水道        4,400 千 m3 

発電       90,000千m3 

湯田ダム容量配分図 胆沢ダム容量配分図

湯田ダム

胆沢ダム

・水系間導水は、水量に余裕のある他水系から導水することで

水源とする方策

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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他流域の事例

治水で検討される遊水地が

評価可能な場合に検討する

ことが前提となるが、複数

を組み合わせによる利水対

策の案として評価可能。

利水代替策と考え方 《利水 ５：河道外貯留施設（貯水池）》

河道外貯留施設の概要

関東地方整備局：渡良瀬遊水池

想定される方策の概要

想定される方策の内容

河道外貯留施設（貯水池）は、河道外に貯水池を設け、河川の

流水を導水し、貯留することで水源とする方策

 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

雄物川流域において、別途治水で検討され
る遊水地を利用し、流水を貯留し、計画的な
調節を行い、貯水池として計画。

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

貯水池

遊水地 河道

利水容量

治水容量
周
囲
堤

本
堤

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

雄物川橋

椿川

大曲

岩崎橋

玉川

成瀬ダム現時点で想定される
遊水地の候補地範囲
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玉川ダム

 

田沢湖

大松川ダム

皆瀬ダム

既設ダムかさ上げの概要

利水代替策と考え方 《利水 ６：ダムの再開発（かさ上げ・掘削）》

想定される方策の概要

想定される方策の内容

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

ダム再開発は、既存ダムのかさ上げあるいは掘削することで利水容量

を確保し、水源とする方策

雄物川流域に建設された既設ダムをかさ上げ
し、貯水容量を確保するとともに、必要に応じて
導水路等を建設する。

大松川ダム

皆瀬ダム

かさ上げにより利水容量を新た
に確保し、既設取水堰、導水
路を活用しつつ、一部に新設
導水路を建設し成瀬川へ導水
する。

かさ上げにより利水容量を新
たに確保し、ダムからの直接
取水施設と導水路を新たに建
設し成瀬川へ導水する。

皆瀬ダム（県）のかさ上げ

大松川ダム（県）のかさ上げ

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

[例]

玉川ダム

鎧畑ダム

板戸ダム

協和ダム

岩見ダム

南外ダム

相野々ダム

かさ上げ等の再開発と他方

策との組み合わせによる

利水対策案として評価可

能。

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

かさ上げ等の実現性については、より詳細な調査・検討が必要。

大松川ダム

皆瀬ダム

皆瀬ダム 板戸ダム 大松川ダム 相野々ダム 南外ダム 鎧畑ダム 玉川ダム 協和ダム 岩見ダム

秋田県 秋田県 秋田県 土地改良区 秋田県 秋田県 国 秋田県 秋田県

皆瀬川 皆瀬川 横手川 横手川 楢岡川 玉　川 玉　川 淀　川 岩見川

172 10
( 172 )

38.2 1.8
( 37.8 )

10 33.3
( 320.3 )

287 24.4 73.1

ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
重力式

ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
重力式

ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
ｱｰｽﾀﾞﾑ ｱｰｽﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

F/N/A/P N/P F/N/A/W/P A F/A F/P
F/N/A/
W/I/P

F/N/W F/N/P

16,200 － 6,300 － 480 32,000 107,000 5,500 12,500

10,100 1,600 4,700 3,556 1,124 11,000 122,000 1,550 4,400

※ (  )内の数値は、直接流域と間接流域の合計値

容
　
量

形　　式

目　　的

治水
(千m3)

利水
(千m3)

選定施設

施設管理者

設置河川名

集水面積(km2）
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他用途ダム容量買い上げの概要

利水代替策と考え方 《利水 ７：他用途ダム容量の買い上げ》

想定される方策の概要

想定される方策の内容

他用途ダム容量の買い上げは、既存ダムの他の用途のダム容量を買

い上げて新規利水等のための容量とすることで水源とする方策

玉川ダム

 

田沢湖

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

雄物川流域に建設された既設ダムの治水容
量等を買い上げて、新たに利水容量を確保す
るとともに、必要に応じて導水路等を建設する。

大松川ダム

皆瀬ダム

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

玉川ダム

鎧畑ダム

板戸ダム

協和ダム

岩見ダム

南外ダム

相野々ダム

利水事業者の取水地点まで送水する場合、送水コストにおいて

不利になる可能性がある。

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

現時点での考え方

効果等を定量化できる。

他用途容量の買い上げにより確保される利水容量が必要容量を満

足しない可能性があるが、複数の組み合わせによる利水対策案と

して評価可能。

買い上げた場合、買い上

げた容量の代替を同時に

確保することが必要であ

る。

鎧畑ダム玉川ダム

皆瀬ダム 板戸ダム 大松川ダム 相野々ダム 南外ダム 鎧畑ダム 玉川ダム 協和ダム 岩見ダム

秋田県 秋田県 秋田県 土地改良区 秋田県 秋田県 国 秋田県 秋田県

皆瀬川 皆瀬川 横手川 横手川 楢岡川 玉　川 玉　川 淀　川 岩見川

172 10
( 172 )

38.2 1.8
( 37.8 )

10 33.3
( 320.3 )

287 24.4 73.1

ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
重力式

ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
重力式

ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
ｱｰｽﾀﾞﾑ ｱｰｽﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

F/N/A/P N/P F/N/A/W/P A F/A F/P
F/N/A/
W/I/P

F/N/W F/N/P

16,200 － 6,300 － 480 32,000 107,000 5,500 12,500

10,100 1,600 4,700 3,556 1,124 11,000 122,000 1,550 4,400

※ (  )内の数値は、直接流域と間接流域の合計値

容
　
量

形　　式

目　　的

治水
(千m3)

利水
(千m3)

選定施設

施設管理者

設置河川名

集水面積(km2）
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利水代替策と考え方 《利水 ９：地下水取水》

想定される方策の概要

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

地下水取水は、伏流水や河川水に影響を与えないよう配慮しつ

つ、井戸の新設等により、水源とする方策

流域内の必要箇所に井戸を設置し、水源として活用
する。

地下水取水

地下水位の状況

十文字観測井
（国交省）

地下水観測位置

水需要地区の地下水は、流動性
が高い箇所もあり、安定的な取水
が出来ない可能性がある

冬期は、地下水を消雪用水に利
用していることから地下水低下が
著しく、夏期は、水田からの涵養
があり高くなる

地下水位は年々低下している傾
向があり、地下水障害（地盤沈下、
水質悪化）の発生が懸念される

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

H8.1.1 H9.1.1 H10.1.1 H11.1.1 H12.1.1 H13.1.1 H14.1.1 H15.1.1 H16.1.1

地
下

水
位

（
m）

低下傾向

地下水位の経年変化（十文字観測井）

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

現時点での考え方

効果等を定量的に見込むことがある程度可能である。

地下水の取水により地盤沈下が懸念されるため、水量の少ない水道で

の評価は可能であるが、大量に必要とする特定かんがい、流水の正常

な機能の維持では実現性が厳しい。

詳細な調査を実施する必要

性はあるが、取水が可能と

想定される範囲で限定する

ことで、利水対策案の組み

合わせとして評価可能。

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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M-1 

M-2 

M-3 

M-4 

M-5 M-6 

M-7 

N-1 

他地域の事例

土地所有者の同意や地盤

状況など詳細な調査が必

要であるが、利水対策の

案として評価可能。

利水代替策と考え方 《利水 １０：河道外貯留施設（調整池新設）》

他地域での事例（六戸調整池：青森県）

型式 ：アースブランケット型

調整池面積：15.74ha

利用水深 ：3.90m

堤高 ：7.2m

堤長 ：1,531m

堤体積 ：289千m3

総貯水容量：550千m3

総事業費 ：4,396百万円

雄物川流域の概要 （平鹿平野地区） 調整池面積

約776ha

想定される方策の概要

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

河道外貯留施設（調整池新設）は、河川からの取水後の水路途中に

新しく調整池を設置し、水源とする方策

皆瀬川、成瀬川の大規模な取水堰の幹線用水
路脇の土地に調整池を建設し、貯水容量を新た
に確保する。

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

調整池新設

 幹線水路名 かんがい面積 必要容量 必要面積 

M-1 468.3 ha 1,410 千 m3 36.2 ha

M-2 1,637.7 ha 4,930 千 m3 126.4 ha

M-3 1,629.5 ha 4,906 千 m3 125.8 ha

M-4 2,256.8 ha 6,794 千 m3 174.2 ha

M-5 656.1 ha 1,975 千 m3 50.6 ha

M-6 1,382.8 ha 4,163 千 m3 106.7 ha

皆瀬頭首工

M-7 516.7 ha 1,556 千 m3 39.9 ha

成瀬頭首工 N-1 1,507.0 ha 4,537 千 m3 116.3 ha

合計 10,054.9 ha 30,270 千 m3 776.1 ha

※利用水深を六戸調整池と同様に3.9mとした場合の試算

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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2

1

5

6

4

3

７ ８

９

成瀬ダム

利水代替策と考え方 《利水 １０：河道外貯留施設（ため池かさ上げ・買取）》

想定される方策の概要

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

ため池により、主に雨水や地区内流水を貯留する事で水源とす

る方策

雄物川流域の既に設置されているため池をかさ上
げして容量を増量し、貯水容量を新たに確保する。

ため池

図 ため池 位置図

現況天端幅B

整備後天端幅B'

嵩上高
ΔH

現況堤高
H

整備後堤高
H+ΔH

上流法勾配

1:n1

下流法勾配

1:n2

護岸整備法長

(ΔH
2
+(ΔH×n1)

2
)
1/2

底樋延長

B+(H+ΔH)×n1+(H+ΔH)×n2

■ため池のかさ上げイメージ

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

ため池管理者の同意、ため

池の土堤や地盤の状況など

詳細な調査が必要であるが

複数の組み合わせによる利

水対策の案として評価可能。

平鹿・雄勝地域には、総貯水量が
比較的大きい（30万m3）ため池が
９箇所が存在する。

このうち成瀬ダム受益地に近接す
るものは５箇所である。

１０万m3以上、30万m3未満のため池

30万m3以上のため池（受益地に近接）

30万m3以上のため池（受益地に遠い）

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

雄物川上流部の大規模ため池

NO. 施設名 所在地 総貯水量( m3) 受益地( ha)
1 楢沢沼 横手市大屋寺内 744,000 982
2 明永沼 横手市睦成 1,431,000 875
3 湯の沢 横手市増田町 439,000 1300
4 馬鞍沼 横手市平鹿町 396,000 90
5 杉ノ沢 横手市大森町 594,000 565
6 葛ヶ沢 横手市大森町 695,000 452
7 松倉 雄勝郡羽後町 605,000 570
8 赤沢 雄勝郡羽後町 540,000 570
9 桁倉沼 湯沢市皆瀬 1,800,000 1670

※秋田県ため池台帳より

【平鹿・雄勝地域の総貯水量30万m3以上のため池】
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利水代替策と考え方 《利水 １１：海水淡水化》

他流域の事例

まみずピア

ＵＦ膜設備
想定される方策の概要

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

海水淡水化は、海水を淡水化する施設を設置し、水源とする

方策

雄物川河口付近に海水淡水施設を整備し、
淡水化された浄水を各取水地点まで送水す
る

×××

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

評価は可能であるが、開発

事例は水道のみである。

開発地点から、補給対象地域までの距離は最大90kmであり、建設、送水

コストの両面から見て実現性が厳しい。

最初の段階となる取水施設には、新技術の［浸透取水方式］を採用して海底に
埋設した取水管から海水を取り、次に、ＵＦ膜ろ過装置などを通って淡水化プ
ラントへ運ばれた海水が真水へと淡水化し、生産水となって導水・利用する。

福岡市

海水淡水化施設

直線距離で約50～
90kmの導水

農業用水として開発された

事例はない。

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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既設ダムの概要

利水代替策と考え方 《利水 １３：ダム使用権等の振替）》

夏瀬ダム

玉川ダム

想定される方策の概要

想定される方策の内容

ダム使用権等の振替は、需要が発生しておらず、水利権が付与されて

いないダム使用権等を必要な者に振り替える方策

○○○

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等を定量化できる。

利水容量の振替を行う容

量規模に応じて、複数の

組み合わせによる利水対

策の案として評価可能。

玉川ダム

 

田沢湖

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

既設ダムの利水容量について、かんがい、水
道または流水の正常な機能の維持に必要な容
量へ振替を行う。

大松川ダム

皆瀬ダム

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域

玉川ダム

鎧畑ダム

板戸ダム

協和ダム

岩見ダム

南外ダム

相野々ダム

協和ダム岩見ダム

皆瀬ダム 板戸ダム 大松川ダム 相野々ダム 南外ダム 鎧畑ダム 玉川ダム 協和ダム 岩見ダム

秋田県 秋田県 秋田県 土地改良区 秋田県 秋田県 国 秋田県 秋田県

皆瀬川 皆瀬川 横手川 横手川 楢岡川 玉　川 玉　川 淀　川 岩見川

172 10
( 172 )

38.2 1.8
( 37.8 )

10 33.3
( 320.3 )

287 24.4 73.1

ﾛｯｸﾌｨﾙﾀﾞﾑ
重力式

ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
重力式

ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ
ｱｰｽﾀﾞﾑ ｱｰｽﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

重力式
ｺﾝｸﾘｰﾄﾀﾞﾑ

F/N/A/P N/P F/N/A/W/P A F/A F/P
F/N/A/
W/I/P

F/N/W F/N/P

16,200 － 6,300 － 480 32,000 107,000 5,500 12,500

10,100 1,600 4,700 3,556 1,124 11,000 122,000 1,550 4,400

※ (  )内の数値は、直接流域と間接流域の合計値

容
　
量

形　　式

目　　的

治水
(千m3)

利水
(千m3)

選定施設

施設管理者

設置河川名

集水面積(km2）
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他地域の事例

利水代替策と考え方 《利水 １４：既得水利の合理化・転用》

雄物川流域の概要 ※日本の水資源(H22）より

農業用水路の整備や取水堰の改築などの合理
化が進められている。

想定される方策の概要

想定される方策の内容
 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

既得水利の合理化・転用は、用水路の漏水対策、取水施設の改良等

による用水の使用量の削減、農地面積の減少、産業構造の変革等に

よる需要減分を、他の必要とする用途に転用する方策

一級水系においては、昭和40 年度から平
成21 年度末までに198 件、約61m3/s 
が関係者の合意により転用されている。

事例としては、矢木沢ダムを水源とした農
業用水の水道用水への転用、香川用水に
おける工業用水の水道用水への転用、群
馬県広桃用水における農業用水の工業用
水への転用、両筑平野用水における水道
用水の工業用水への転用などがある。

×××

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】現時点での考え方

効果等をある程度定量的に

見込むことができる

国営平鹿平野農業水利事業

では、水利用計画の再編（用

水路整備、取水施設改良等）

を行っており、改めての評価は困難

皆瀬頭首工
（平成21年完成）

成瀬頭首工（改築中）
（平成24年完成予定）

農業用水の合理化

雄物川流域のかんがい用水について、用水路整備、

取水施設改良等を行い用水の合理化を図り、その需

要減分を新たな水源として活用

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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利水代替策と考え方 《利水 １６：節水対策》

他流域の事例 東京都（水道）想定される方策の概要

想定される方策の内容

節水コマなど節水機器の普及、節水運動の推進、工場における

回収率の向上、農業用水の反復利用等により、水需要の抑制を

図る

かんがい供給区域内において利用された落水（排
水）を新たに設置する反復機場で用水路に戻し、
用水として再利用する。

雄物川流域の事例 国営平鹿平野地区 （かんがい）

△△△

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

現時点での考え方

節水対策は、節水機器の普及、節水運動の推進などにより水需要の抑

制を図るものであり、かんがい用水の場合、地区内の利用された落水

（排水）の反復利用である。反復利用は地区内の利用可能量として検討

されるので効果量の評価

は可能であるが、排水を

利用するため将来も見据

えた用排水としての水質

の観点から注意が必要で

ある。

大雄揚水機

農業用水の反復利用に伴うポンプの稼働 （大雄揚水機）

 

田沢湖

玉川ダム

大松川ダム

皆瀬ダム

横手市水道

湯沢市水道

大仙市水道

節水対策の強化
（反復利用等）

成瀬ダム直下

成瀬川橋

岩崎橋

かんがい用水補給区域（約10,050ha）

水道用水補給区域

不特定用水補給区域
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水源林の保全は、主にその土壌の働きにより、雨水を地中に浸透させ、

ゆっくりと流出させるという水源林の持つ機能を保全し、河川流況の安

定化を期待する方策

利水代替策と考え方 《利水 １２：水源林の保全、１５：渇水調整の強化》

渇水調整の強化は、渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時の被害

を最小となるような取水制限を行うよう種々の措置、指導、要請を行う

ものであり、効果量をあらかじめ見込むことはできないが、従来より渇水

時に行われてきた手法であり、効果量にかかわらず行うべき対策であ

る。

１５.渇水調整の強化

渇水調整協議会の機能を強化し、渇水時に被害を最小限とする

ような取水制限を行う方策

雄物川の事例

現時点での考え方

想定される方策の内容

H19.8.20 雄物川水系渇水連絡調整会議

△△△

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

渇水調整協議会の機能を

強化し、渇水時の被害を

最小となるような取水制

限を行うよう種々の措置、

指導、要請を行う。

１２.水源林の保全

想定される方策の概要

△△△

流水の正常な

機能の維持
上水かんがい

【代替案の適否】

現時点での考え方

水源林の保全は、水源林の土

壌が有する雨水を地中に浸透さ

せてゆっくりと流出させる機能を

保全するものであり、既に河川

流況を構成しているため、新た

に河川流量が増加し取水可能

量を生み出すものではなく効果

量をあらかじめ見込むことはでき

ないが、現状を保全する観点か

ら効果量に関わらず行うべき対

策である。

他の事例 一級河川豊川流域（愛知県内）

下草刈り作業 伐採作業

森林の健康診断

40



１７.雨水・中水利用

他の事例

利水代替策と考え方 《利水 １７：雨水・中水利用》

現時点での考え方

想定される方策の内容

雄物川流域では、雨水・中水利用が行われているか把握されていない。

×××

流水の正常な

機能の維持
水道かんがい

【代替案の適否】

雨水利用の推進、中水利用施設の整備、下水処理水利用の推進

により、河川水・地下水を水源とする水需要の抑制を図る方策

※日本の水資源より（個別循環方式の例）

事務所ビルなどの1つの建物の中で、その建物内で発生する排水
を自家処理して雑用水として循環利用するもの。

建物内で発生する雑排水、厨房排水、浴場排水等を、生物処理
や膜処理などの方法によって再生処理し、トイレ洗浄水等に利用
する。

さらに利用施設の整備を

進めるかについては、利

用できる施設を有する各

施設管理者の判断によっ

て取り組まれるもので、効

果量の把握は困難である
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